別紙様式
平成24年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　　　項：水産業費　　　目：水産業振興費
	事業名:　 漁場計画策定費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　水産課　水産担当　電話番号：058-272-1111（内2893）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11438@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：200千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県下の内水面には、第1種共同漁業権1件、第5種共同漁業権51件、第1種区画漁業権1件、第2種区画漁業権10件が漁業法に基づき設定されている。漁業法21条に共同漁業権は10年、区画漁業権は５年の存続期間があり、平成16年（平成15年度）および21年（平成20年度）に免許された漁業権は平成25年12月31日をもって満了となる。そこで、平成24～25年にかけて、現在免許されている共同漁業権49件、区画漁業権11件の免許切替事務を行う必要がある。
　
	２　所要経費


・旅費　　　  　　　　　　　　　　190千円
・その他経費　　　　　　　　　　　 10千円 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

　　１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る。

　　　　　　　　・アユをはじめとする多くの魚が住み続ける清流や水の恵みが、流域の人々の生

活や産業文化をはぐくみ、支えており、魚たちのすむ川を見つめ直し、水の恵み

を活かした流域づくりに取り組む。
	２　これまでの取組状況


県内には33の河川漁業協同組合があり、52件の共同漁業権（第1種共同漁業権1件、第5種共同漁業権51件）が設定されている。また、11件の区画漁業権（第1種区画漁業権1件、第2種区画漁業権10件）がダム湖やため池等に設定され、漁場の活用及び漁業秩序の維持が図られている。
	３　これまでの取組に対する評価


　この10年間で、この数年は下げ止まったものの、河川漁業におけるアユ漁の不振が深刻化し、また、遊漁者数も大きく減少した。このことが、漁協経営に深刻な影響を及ぼしている。このことから、漁業権免許の切替を契機に、組合経営を考慮した増殖指針を策定し、資源増殖および漁場環境保全を考慮した漁法行使制限などの新たな秩序づくりが必要となっている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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